救　急　・　災　害　医　療　グ　ル　ー　プ

府民が安心して暮らせるように、二次・三次・小児などの救急医療体制を整備、充実を図るとともに、災害拠点病院の整備をはじめとした災害医療体制の充実を図っている。

　また、医療に必要な血液製剤を献血によって安定的に確保するため、関係団体と連携した広報活動等により、献血の推進を図っている。
１　救急医療対策事業

近年における救急医療需要の増大、多様化に伴い、救急医療体制の充実を図るため、昭和47年に大阪府救急医療対策審議会を設置し、大阪府における救急医療対策について諮問、数次の答申を得てその具体化に努めてきた。令和６年度においては、次に掲げる施策を中心に救急医療体制の整備を行った。

(1) 特定科目休日・夜間二次救急医療体制運営事業（地域医療介護総合確保基金事業）　
予　算　額　　７１，７２１千円

決　算　額　　７１，６９８千円

特定科目（眼科及び耳鼻咽喉科）の休日・夜間急病診療体制の整備促進を図るため、一般社団法人大阪府医師会へ委託し、特定科目休日・夜間二次後送医療機関を輪番制で確保した。

(2) 救急搬送患者受入促進事業（地域医療介護総合確保基金事業）
予　算　額　　４３８，５００千円

決　算　額　　４３７，９４２千円

救急搬送が困難となっている症例の受入体制を確保するため、「受入困難症例等」として定める症例の患者を受け入れた医療機関に対して補助を行った。
(3) 救命救急センター設備整備補助事業
予　算　額　　３０，０６８千円
決　算　額　　２２，４５２千円

救急医療体制の機能強化を図るため、救命救急センターに対し、医療機器の整備に伴う補助を行った。

(4) 救命救急センター運営費補助事業
予　算　額　　４２８，５５２千円
決　算　額　　３２１，４１４千円

関西医科大学総合医療センター、近畿大学病院、大阪医科薬科大学病院、大阪府済生会千里病院における救命救急センター部門の運営に係る費用の補助を行った。
(5) 泉州救命救急センター運営費補助事業
予　算　額　　８７６，９８１千円

決  算  額　　８７６，９８０千円

平成25年４月１日付けで地方独立行政法人りんくう総合医療センターへ移管した泉州救命救急センターの運営に係る費用の補助を行った。

(6) 大阪府立中河内救命救急センター運営事業

予　算  額　　１，０５０，８８８千円

決  算  額　　１，０５０，５０６千円

大阪府救急医療対策審議会の答申に基づき、主として中河内地域における救急医療の中核的機能を果たすことを目的として設置された大阪府立中河内救命救急センターにおいて、救命処置を必要とする重篤救急患者の診療を行った。

○　所在地　　東大阪市西岩田３丁目４番13号

○　開所年月日　　平成10年５月６日

○　管理運営の方法　　地方独立行政法人市立東大阪医療センターに管理運営を委託

○　施設の概要　　施設面積　3,448.92㎡

病 床 数　30床（ＩＣＵ８床、一般22床）
(7) 市立東大阪医療センターの共同利用部分に係る利用負担金

予　算　額　　　　５，００２千円

決　算　額　　　　５，００２千円

府立中河内救命救急センターと同時に竣工した市立東大阪医療センター（当時：東大阪市立総合病院）に対して、市立医療センターの共同利用部分の利用に係る応分の負担を行うことにより、救命救急センターと市立医療センターとの医療・施設面での機能連携の強化を図った。

(8) 大阪府救急医療情報センター運営事業（一部、地域医療介護総合確保基金事業を活用）
予　算　額　　５３６，２８１千円

決  算  額　　５３５，４７２千円
①　大阪府救急・災害医療情報システム等の整備・運営

消防・医療関係者向けに救急医療情報、災害医療情報を提供するとともに、スマートフォン等を活用した「救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ＯＲＩＯＮ）」の運用により、「大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準」の運用状況を検証する仕組みを構築した。また、大阪府救急医療情報センターの運営を行った。
・救急・災害医療で必要な情報を収集・管理し、消防・医療関係者に提供

・休日・夜間診療所や救急病院の情報を24時間体制で府民に提供

・医療圏内の病院に対し一括で緊急搬送要請を実施する機能「まもってＮＥＴ」を運用
・二次医療機関での受入困難患者等の受入調整を行う三次ネットワークコーディネート事業を実施

②　令和６年度における上記①のシステムのデータ提供（出力状況）及び照会に対する回答状況は、次のとおりである。
機関別情報照会件数
	月

機関名
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３
	計

	府民等
	6,386
	7,692
	6,707
	7,872
	8,421
	6,455
	6,246
	6,263
	9,519
	9,121
	6,428
	6,788
	87,898

	医療機関
	14
	20
	12
	21
	19
	21
	25
	16
	13
	21
	17
	20
	219

	消防機関
	0
	0
	1
	0
	2
	0
	1
	1
	3
	2
	0
	1
	11

	警察
	17
	13
	15
	17
	17
	16
	18
	11
	19
	10
	11
	9
	173

	他府県
	30
	39
	33
	39
	42
	46
	28
	40
	42
	36
	27
	41
	443

	計
	6,447
	7,764
	6,768
	7,949
	8,501
	6,538
	6,318
	6,331
	9,596
	9,190
	6,483
	6,859
	88,744



診療科目別照会件数

	内科
	22,703
	
	放射線科
	1
	
	呼吸器外科
	9
	
	漢方内科
	0

	外科
	8,149
	
	放射線診断科
	0
	
	心臓血管外科
	26
	
	乳腺外科
	47

	精神科
	311
	
	放射線治療科
	0
	
	小児外科
	66
	
	消化器外科
	41

	アレルギー科
	38
	
	病理診断科
	0
	
	皮膚泌尿器科
	0
	
	こう門外科
	196

	リウマチ科
	9
	
	臨床検査科
	0
	
	気管食道内科
	0
	
	美容皮膚科
	1

	小児科
	11,035
	
	救急科
	0
	
	矯正歯科
	2
	
	性感染症内科
	1

	皮膚科
	1,820
	
	歯科
	867
	
	小児歯科
	104
	
	その他
	3,659

	泌尿器科
	1,837
	
	麻酔科
	2
	
	歯科口腔外科
	1,912
	
	合計
	87,898

	産婦人科
	205
	
	心療内科
	240
	
	呼吸器内科
	1,015
	
	
	

	産科
	162
	
	神経科
	5
	
	循環器内科
	783
	
	
	

	婦人科
	654
	
	神経内科
	338
	
	消化器内科
	1,789
	
	
	

	眼科
	3,113
	
	整形外科
	12,435
	
	胃腸内科
	24
	
	
	

	耳鼻いんこう科
	4,099
	
	形成外科
	1,998
	
	腎臓内科
	15
	
	
	

	リハビリ
テーション科
	7
	
	美容外科
	2
	
	糖尿病内科
	10
	
	
	

	
	
	
	脳神経外科
	8,165
	
	人工透析内科
	3
	
	
	


２　小児救急医療対策事業（地域医療介護総合確保基金事業）
休日や診療時間外に受診する軽症患者の増加や小児科医の確保が困難になっているなどの課題に対応するため、次に掲げる施策を中心に、小児救急医療体制の整備を行った。

(1) 小児救急医療支援事業

予  算  額　　１５８，１８０千円

決　算　額　　１４３，９２２千円

休日・夜間における救急診療体制の整備促進を図るため、地域ブロック単位で実施される二次救急診療体制確保事業（入院治療を要する患者のための診療体制の整備）に対し、補助を行った。
　小児救急医療支援事業費補助金

	幹事市
（交付先）
	豊中市
	高槻市
	枚方市
	東大阪市
	堺市
	岸和田市
	大阪市

	担当医療圏
（ブロック）
	豊能
	三島
	北河内
	中河内
	堺市
	泉州
	大阪市


(2) 小児救急電話相談事業（＃８０００）
予　算　額　　　７１，７７５千円

決　算　額　　　７１，３１３千円

夜間の子どもの急病等に関する保護者の不安を解消するため、小児科医の支援体制のもとに看護師による電話相談を実施した。
３　災害医療対策事業

災害時に迅速かつ的確な医療救護活動が行えるよう、大阪府地域防災計画に基づき、災害拠点病院の整備をはじめとする災害医療体制の充実を図った。

 (1) 災害拠点病院への衛星無線の保守・点検等

予　算　額　　　１３，５２３千円

決　算　額　　　１２，７０４千円

電話回線が途絶した場合にも、災害拠点病院が連携し、円滑に医療救護活動が行えるよう、各災害拠点病院において、大阪府防災行政無線（衛星無線）の運用を行った。

(2) 災害時医薬品等の確保供給体制の整備

予　算　額　　　　５，７７５千円

決  算  額　　　　３，３８０千円

災害時の医療救護活動に必要な医薬品等を災害拠点病院（18箇所）で確保した。

(3) 災害拠点病院支援施設整備事業

予　算　額　　　２５，１３９千円

決  算  額 　 　２４，９４４千円

大阪府地域防災計画により基幹災害拠点病院に位置付けられている大阪急性期・総合医療センターの災害時医療を支援することを目的として、被災者の受け入れや初期治療等に必要な病室、機材等を整えた施設として、同センター敷地内に設置した災害拠点病院支援施設に必要な医療機器の整備を行った。
(4) 広域搬送拠点臨時医療施設管理事業
予　算　額　　　　３，２３０千円

決　算　額　　　　２，４７９千円

大阪府中部広域防災拠点内に常設されている臨時医療施設「八尾ＳＣＵ」の運営・管理を行うなど、大規模災害時における航空機による広域搬送拠点の臨時医療施設としての機能維持に努めた。

(5) 大阪ＤＭＡＴ整備事業

予　算　額　　　１２，６４３千円

決　算　額　　　　５，６２９千円

大阪府域及びその周辺において大規模な自然災害・事故等が発生した場合に、直ちに災害現場に駆けつけ救命医療を行う災害派遣医療チーム（大阪ＤＭＡＴ）を養成するための研修や実動訓練等を実施した。
(6) 災害医療機関施設整備事業

予　算　額　　５４７，１３２千円

決　算　額　　５２９，９１５千円

医療施設の耐震化、補強を行うことにより、地震発生時に適切な医療提供体制を維持するため、病院に対し補助を行った。
(7) 【新規】医療機関に対する浸水対策支援事業

予　算　額　　　２２，５９５千円

決　算　額　　　１５，２５６千円

浸水想定区域に立地する医療機関に対し、止水板・排水ポンプ等の資材の購入にかかる費用の補助及び浸水対策に係る研修会を実施した。
(8) 大阪府原子力災害医療ネットワーク調査事業

予　算　額　　　３，０５４千円

決　算　額　　　３，０４８千円

「大阪府原子力災害医療活動マニュアル」の実効性を確保し、府内の原子力事業所において起こり得る放射線事故に、より適切に対応するため、医療関係者（大阪府内の保健所、消防機関、関係市町及び地域医療機関の職員等）を対象とした研修会を実施した。
(9) ＮＢＣ災害・テロ対策設備整備事業
予　算　額　　１２，０００千円

決　算　額　　　６，０９２千円

化学テロ等のＮＢＣ災害発生時に適切な医療救護活動を行うため、災害拠点病院に対しＮＢＣ災害用資機材の整備に伴う補助を行った。

４　血液対策
「献血意義の普及」及び「府内の医療機関で必要な血液を府内の献血で確保すること」を目標に「愛の血液助け合い運動」月間（７月・全国一斉）、大阪府献血推進月間（12月･府独自）及び「はたちの献血」キャンペーン（１月～２月・全国一斉）を実施。これに伴う献血推進を市町村献血推進協議会及び関係団体に呼びかけた。また、市町村献血推進協議会に対しては運営事業費の補助を行い、献血を推進した。
特に、安定的な献血者の確保、より安全性の高い血液の確保（成分・400mL・複数回献血の推進、検査目的の献血の排除等）に努めた。
予　算　額　　　５，６６６千円
決　算　額　　　４，４４９千円
